
令和4（2022）年度決算　消費税率の引き上げに伴う地方消費税交付金（社会保障財源化分）の使い道について

【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源分） 6,278,965 千円

【歳出】社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 91,629,210 千円

（単位：千円）

地方消費税交付金
（社会保障財源化分）

その他

社会福祉費 19,404,292 920,658 4,462,247

障がい者サービス給付事業 10,962,056 474,967 2,302,074

社会福祉協議会支援事業 175,462 29,429 142,634

716,837 94,824 459,593

老人ホーム入所事業 157,585 21,756 105,447

民設既設高齢者福祉施設整備補助事業 127,295 19,128 92,707

31,653,275 1,604,091 7,774,712

民間保育所運営支援事業 3,374,494 447,826 2,170,525

児童手当支給事業 5,772,906 152,069 737,050

14,274,921 563,916 2,733,190

生活保護事業 14,089,879 536,465 2,600,142

66,049,325 3,183,488 15,429,743

5,148,653 645,334 3,127,808

5,986,336 966,981 4,686,766

5,821,445 879,702 4,263,743

16,956,434 2,492,017 12,078,317

8,418,947 566,976 2,748,020

予防接種事業 808,990 134,036 649,647

母子一般健康診査事業 248,990 42,337 205,202

46,172 16,929 82,054

予防接種事業 22,075 3,602 17,456

158,332 19,554 94,777

地域保健普及啓発事業 8,295 1,258 6,096

8,623,451 603,460 2,924,850

91,629,210 6,278,965 30,432,910

地方消費税交付金は「消費税法第1条第2項に規定する経費（社会保障4経費：年金・医療・介護・少子化対策）その他社会保
障施策に要する経費」に充てるものとされている。　「社会保障施策」とは、「社会福祉」「社会保険」「保健衛生」のいずれかに
関する施策のことをいう。

「社会福祉」
　例：生活保護、児童福祉、母子福祉、高齢者福祉、障害者福祉
「社会保険」
　例：国民健康保険、介護保険
「保健衛生」
  例：医療に係る施策、感染症その他の疾病の予防対策、健康増進対策
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国民健康保険事業会計への繰出金

介護保険事業会計への繰出金

後期高齢者医療事業会計への繰出金

小計

事業名
（主な事業）

決算額

人件費を除く事業費
一般財源


